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1 管理性公司とは 

管理性公司とは、グループ企業のそれぞれの会社に

対して、資金管理、購買、販売、人員のビザなどの管

理、その他様々なサービスを提供する会社である。 

似た概念として投資性公司という形態もあるが、管

理性公司は投資性公司と異なり、必ずしも他のグルー

プ企業への出資を前提としていない点が異なる。投資

性公司は、グループ企業に対して人事管理等のサービ

スを提供することができ、資金援助等も可能というメ

リットがあるものの、資本金などの設立要件が厳しく、

一部の大企業を除いて投資性会社を設立することは難

しいというデメリットがある。 

他方で管理性公司は、投資性公司に比べて、設立要

件が緩やかであり、かつグループ企業の様々なサービ

スに関する管理を一括して対応することにより、各グ

ループ企業にて別々に管理する場合に比べてコストを

削減することが可能である。そのため、中国に多数の

子会社を有しながら、まだ管理性公司を設置していな

いという会社にとっては、再編のための一つの方法と

なりうると考える。 

 

 
 

2 地域本部認定 

管理性公司であれば管理性業務を行うことができる

のかというと、そういうわけではない。地方の政府か

ら地域本部として認定されることが必要となる。その

要件は、上海、北京、広州などの都市ごとに個別に定

められているが、例えば上海であれば、上海市多国籍

公司設立地区本部奨励規定（最新版は2022年11月9日か

ら施行、以下「奨励規定」という。）に基づき、地域

本部の認定要件は以下のように定められている。 

 

① 独立法人としての資格を有する外商投資企業であ

ること 

② 国外の親会社が直接または間接に50％を下回らな

い持分を有しており、親会社の資産総額が2億米ド

ル以上であること 

③ 登録資本が200万米ドル以上であること 

④ 基本的に上記条件を満たし、かつ地区経済の発展

に突出した貢献がある場合も斟酌することが可能 

 

3 管理性公司のメリット 

管理性公司として地域本部の認定を受けることが

できた場合のメリットは地方ごとに異なるが、例え

ば上海であれば奨励規定に基づき、以下の通り規定

されている。このようなメリットを享受することに

より、グループ企業全体としてのコスト削減につな

がりうると思われる。 

(1) 資金援助及び奨励（奨励規定9条） 

要件を満たす地域本部は資金援助や奨励を受ける

ことができるとされている。具体的な要件や内容は

関連部門が別途制定するとされている。 

(2) 資金運用及び管理（奨励規定10条） 

人民銀行の上海本部、国家外貨管管理局上海分局

は地域本部企業が資金をプールすることに協力する。

地域本部企業が条件を満たす場合には、グループ企

業間での資金の調達、回収、投資、融資等の業務に

資金を運用することができる。 

(3) 貿易の便利性（奨励規定11条） 

地域本部企業が貿易を行うにあたっては、直接外

貨の手続きを行うことができ、条件を満たす場合に

はホワイトリストに掲載の上で、貿易が便利になる

手続を採ることができる。 

(4) 科学技術ベンチャーの援助（奨励規定12条） 

地域本部企業は、上海市のベンチャープラットフ

ォームに参加することができる。条件を満たす場合
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には、補助等を申請することも可能とされている。 

(5) インターネットによる商業登記（奨励規定13条）

インターネットによる商業登記が可能であり、電子

営業許可証や電子印鑑等も発行が可能とされている。 

(6) プロジェクト投資（奨励規定14条）

地域本部企業のプロジェクトが条件を満たし上海市

の重点プロジェクトに入った場合には、上海市はその

実行を全面的に援助し、条件を満たした場合には資金

援助もありうるとされている。 

(7) 人材の移動（奨励規定15条）

留学から帰国した人員や海外人員が上海市で住むた

めの様々な手続き上のサポートを行うとされている。 

(8) 出入国管理の簡便性（奨励規定16条）

海外と行き来する中国人や、上海で仕事をする外国

人に対し、出入国に必要なビザなどの発給を簡便化す

るとされている。 

4 再編の方法としての管理性公司の活用 

中国に多くの子会社を有する日本企業の場合、投資

性公司を設立して、その傘下に全ての中国子会社をぶ

ら下げる方法を採りうる。しかし実際には、中国に対

する出資は独資もあれば合弁もあり、簡単にまとめる

ことができないという状況もある。また冒頭で述べた

とおり、投資性公司を設立するためには、厳格な要件

をクリアする必要がある。そこで管理性公司を設立し

た上で、地域本部として認定を受け、上記のようなメ

リットを享受することにより、中国全体としてのコス

トパフォーマンスを上げるとともに、中国ビジネスを

より効率的に進めることができるだろう。 
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